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今週のキーワード ビ ッ グ デ ー タ は 個 人 の 購 買 履 歴 や ウ ェ ブ 検 索 の 履 歴 、 車 の 位 置 情 報 と い っ た デ ー

タ の 総 称 。 問 題 に な る の が 個 人 情 報 保 護 だ 。 白 書 は ビ ッ グ デ ー タ の 中 核 で あ る 個

人 情 報 に つ い て 、 日 本 で は 公 開 に 慎 重 な 人 が 多 い と 指 摘 し た 。 日 米 英 韓 な ど 6 カ

国 で「 第 三 者 への実 名 公 開 を 許 容 できる か」 とアン ケ ート 調 査 を したところ 、 日 本 は

「 許 容 で き な い 」 と 答 え た 人 が 約 60 ％ に 達 し 最 高 だ っ た 。 ソ ニ ー は 個 人 情 報 と 利 用

データを離 し、個 人 情 報 を残 さない新 しい情 報 管 理 システムを開 発 し注 目 される。 

ビッグデータ 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

ふるさと納税、ほとんどが現金納付
約５割の地方団体が特産品等送付 

 

「ふるさと納税」は創設から５年が経過したが、

総務省が47都道府県及び1742市区町村を対象に実

施した「ふるさと納税に関する調査」結果によると、

寄附金の収納方法については、「現金」、「専用口

座への振込み」を採用している都道府県は約７割、

市区町村は約８割、「現金書留」は都道府県が約５

割、市区町村が約６割であるのに対し、「クレジッ

トカード」導入の都道府県は約８割あるが、市区町

村では６％と１割に満たず、「ページー」、「コン

ビニ納付」を導入している地方団体は少なかった。

寄附金の申告に係る事務負担軽減の取組みでは、

「寄附者へ控除に必要な手続きを記載した文書を

配布等により周知」を実施している都道府県が約６

割、市区町村が約５割、また、「寄附者へ記入済み

の寄附金税額控除申告書の送付」を実施している地

方団体も２割弱あった。 

ふるさと寄附金の使途については、充当事業を決

めている地方団体は約９割だったが、これらの地方

団体のうち、寄附の募集に当たり、約８割の地方団

体が「充当事業を示し、寄附者が使途を選択できる

ようにしている」と回答。また、都道府県の約７割、

市区町村の５割が、寄附金の使途を事後的に公表し

ている。 

寄附者との関係づくりのための取組みとしては、

「お礼状、感謝状等の送付」との回答が約９割で最

も多かったが、次いで「特産品等を送付」している

地方団体が約５割あった。 

特産品を送付することについては、「特に問題が

ない」との回答が５割程度で最も多い。 

ビッグデータ効果、年7兆7700億円 
データ活用の「分析競争優位」獲得 

 

最近「ビッグデータ」という言葉をよく耳にす

るが、企業経営にどんな効果をもたらすのか9月

公表の2013年版の情報通信白書（総務省）に現在

～将来の答えがあった。 

経済効果は、個人の購買履歴などの膨大な情報

（ビッグデータ）をフル活用した場合、年間7兆

7700億円が見込めると試算した。この数字は小売

業、製造業、農業、インフラの4分野の合計額で、

販売拡大やコスト削減、渋滞解消などにつながる

というのだから「ビッグ」だ。 

小売業では、購買履歴の分析で販売促進や発注

の最適化が可能になり、1兆1500億円の経済効果

を見込む。4千億円の効果を見込む農業では、栽

培や土壌データ分析で最適な肥料や農薬量を機

械的に計算できるようになると予想。 

インフラ関連では、カーナビなどのデータを活

用することで渋滞減少が燃費向上に寄与し1兆

4300億円の効果を見込む。製造業では業務用機械

の故障の減少などにより、4兆7900億円の経済効

果があると試算した。 

この他、カード不正利用検知、スポーツ選手活

用事例など分析競争優位を獲得している企業の

導入事例は多い。医薬品開発に役立てたい製薬会

社は、個人情報の問題はあるが、調剤薬局の患者

情報に関心を寄せている。 

ビッグデータ分析は、企業などが売れ筋分析や

新製品開発に役立てる有力な経営手段として積

極的な活用がさらに進むだろう。 

税務会計 経   営 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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